
第8回通常総会記念シンポジウム
2024年11月18日（月）１８:３０～２０:００

【次第】
１.消費者スマイル基金総会報告

新任役員、退任役員ご挨拶

２.消費者庁長官ご挨拶

３.報告

４.閉会挨拶

消費者スマイル基金主催

ZOOM学習会の注意事項
■入室、参加される際には、お名前を会員
名またはお申込み名にしてください。
■マイク・カメラをオフに設定してください。
（記録用に録画をしています。）
■ポータルサイトに関する報告について、
質疑の時間を設けます。オンラインで発言
ご希望の方は、チャットに発言希望と入力く
ださい。司会が指名した後、マイク・カメラを
オンにしてご発言ください。
■URLの無断転載、転送はご遠慮ください。
■音声、映像の記録は、お控えください。
■通信上の障害についてはこちらでは対応
できかねますのでご了承ください。
■途中休憩はございません。

継続的エステティックサービス契約の被害救済活動について

問題状況紹介

（1）消費者支援機構関西からの報告（第13回助成対象）

（2）埼玉消費者被害をなくす会からの報告（第14回助成対象）

使ってみよう！ COCoLiS（消費者団体訴訟制度）ポータル
サイト

消費者庁消費者制度課からの報告と意見交換
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(株)ラドルチェとの共通義務確認訴訟 

2024/11/18 ＫＣ’ｓ事務局 

■ 被害の概要 

株式会社ラドルチェ（以下「同社」という。）は、アフターサービスとして回

数・期間無制限で施術を受けられるエステティックサービス契約を行っていた

が、２０２２年１月ころ、対象消費者らの同意を得ることなく、「アフターサ

ービス施術(無償サービス)を セルフサービス施術へと移行させて頂く事とし

ました」旨の告知をし、契約内容を一方的に変更した。 

また、２０２３年４月３０日に全ての店舗を閉鎖して事業を全て終了したこと

により、施術の提供を受けることができなくなった。 

被害人数：同社に対するお問合せの回答によると、該当契約のうち消費者裁判

手続特例法施行の翌年以降の契約件数は、３２８３件。 

被害金額：３０万円～５０万円の方が多いが、複数契約等で１００万円を超え

る方もおられる。 

■ 当団体の請求の概要 

・ ２０２３年８月２９日、大阪地方裁判所に同社に対する共通義務確認訴訟

を提起。 

・ 契約書面にはアフターサービスは期間及び回数無制限で施術を受けられる

と記載されており、契約を締結するか否かの判断にとって極めて重要な内

容だった。このアフターサービスを一方的にセルフサービスに変更するの

であれば、契約書面に変更されうることを記載していなければならないが

記載されていなかった。 

・ また、中途解約の精算条項について、アフターサービス部分に関する精算

をまったく記載していないなど契約者に不利な内容となっていた。 

・ 契約書に重要事項である役務の内容と中途解約条項の記載に不備があった

場合、改めて不備のない書面が交付されない限り当該契約を任意に解除す

ることができる。 

・ 被告は、訴訟において、本来アフターサービスは一部の者のみが利用する

ことを予定したものであったと説明したため、契約時にそのような重要な

事実を説明していなかったとして契約の取消し事由にあたると指摘した。 

・ したがって、同社は、契約者が既に支払った契約代金相当額を不当利得と

して、返金義務を負う。 

5



■ 被告の主張の概要 

・ 本件アフターサービスは、「契約」終了後の無償サービスに過ぎず有償契

約の要素ではない。したがって契約内容とはならないから、特定商取引法

の規制対象ではないし、提供中止も含め変更することは許される。 

・ アフターサービスが仮に契約対象であるとしても、本件における「変更」

は、単に当初契約条項の不履行に過ぎず、「契約の変更」ではない。 

■ 共通義務確認訴訟提起後の対応 

対象消費者から同社・信販会社への取り消し通知文の送付対応 

クーリング・オフ行使には時効があるので（ないという学説もあるが）、早期

の対象消費者からの取り消し通知の送付が必要と判断した。 

2024/5/7 当団体Ｗｅｂサイトに掲載するとともに、各地の消費生活センター

に国民生活センターを通じて案内を送付。 

ひな型のダウンロードをできるようにした非公開ページも作成、各地消費生活

センター及び対象消費者に案内。 

2024/11/5 現在２０７名の対象消費者から問い合わせあり。 

個別信用購入あっせん事業者に対する共通義務確認訴訟の準備 

ラドルチェとの契約に際し分割支払いのクレジット契約を担ったＣＢＳフィナ

ンシャルサービス(株)、アルファノート(株)に対する共通義務確認訴訟を視野

に、2024/7/2 に両社に対し「お問合せ」を送付。 

※消費生活センターの相談員の皆様へ 

この件に対してのお問合せは下記までお願いいたします。 

聞き取っていただいた上で相談員の方からのお問合せ、あるいは対象消費者から

の直接のお問合せでも結構です。 

特定適格消費者団体 特定非営利活動法人 消費者支援機構関西 

【連絡先（事務局）】担当：袋井 

〒540-0024 大阪市中央区南新町一丁目２番４号 椿本ビル５階５０２号室 

TEL：06-6920-2911 FAX:06-6945-0730 E-mail: info@kc-s.or.jp

【連絡先（事務局）】担当：袋井 邦昭 
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消費生活センターの皆さま 

脱毛エステラドルチェに関する相談者への対応のお願い 

2024 年 4 月 5 日 

特定非営利活動法人 消費者支援機構関西 

 消費生活センターの職員、相談員の皆さま 
 日ごろは当団体の活動にご協力いただきありがとうございます。 
皆さんご存知のように、当団体は２０２３年８月２９日、アフターサービス

として回数・期間無制限で施術を受けられるエステティックサービス契約を行
っていた株式会社ラドルチェに対し、大阪地方裁判所民事部に共通義務確認訴
訟を提起いたしました。 
 同提訴では、契約書面の重要事項の記載に不備があるため、対象消費者の皆
さんは、特定商取引法により契約の解除（クーリングオフ）又は取消しをし
て、返金を請求できる、と主張しています。 

対象消費者の方が、株式会社ラドルチェに対し返金を請求するためには、そ
の前提として契約の解除又は取消しをする必要があります。そして、契約の取
消・解除はいずれも行使可能期間があるため（取消権は契約時から 5年間、解
除権は争いあるも 5年説が有力）、共通義務確認訴訟の結論を待っていては権
利行使の機会を逸してしまう恐れがあります。 

そこで、この度、株式会社ラドルチェに対し、対象消費者が解除及び取消し
を通知する「ひな型」を作成しました。下記対象者に該当する（又は該当しう
る）相談者に対し、当該ひな型をご案内いただき、ひな型の注意点などをご説
明いただいた上で、契約解除・取消通知書の作成をお手伝いしていただけまし
たら幸いです。 
 なお、当団体の提訴につきましては、以下のページをご参照ください。 

https://www.kc-s.or.jp/detail.php?n_id=10001279

１．今回の共通義務確認訴訟の対象となる契約者 

２０１６年１０月１日以降に株式会社ラドルチェと、「回数・期間無制限でア
フターサービスを受けられる」とした脱毛エステティック契約を締結し、契約
代金を支払った人。 
※共通義務確認訴訟は、２０１６年１０月１日施行の消費者裁判手続特例法に
基づく訴訟ですので、同日以降に締結された契約が対象となります。２０１６
年９月３０日以前に契約された方は残念ながら本訴訟の対象外です。 
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２．ひな型（別紙1）の注意点 
① この通知書は、本件エステティック契約につき、解除又は取消しすること
により、代金返還請求権を発生させることを目的とするものです。 

② 書式では、内容証明郵便で送付することを想定した文字数、行数で作成し
ております。通常の郵便で送付する方法でも効果は発生しますが、出来る
だけ特定記録郵便または簡易書留等の方法を用い、また、送付した書類の
記載内容の写しを保管しておくようにしてください。 

③ 書式では、返金口座を記載していますが、必ずしも記載する必要はありま
せん。今回の通知書を受けラドルチェが通知書返金する可能性は低いと見
込まれますので、返金口座を指定することで個人情報を開示することは控
えてもよいと思います。 

④ 本件エステティックの支払方法として、別途、個別クレジット契約を締結
した場合には、ラドルチェ宛ての通知とは別に、契約先のクレジット会社
に対しても解除・取消の通知を送付しておくことをお勧めいたします。な
お、クレジット会社宛に解除・取消の通知を送付する場合には、クレジッ
ト会社宛の契約解除・取消通知書案（別紙２）をご参考になさってくださ
い。 

３．本件の連絡先 
〒540-0024 大阪市中央区南新町一丁目2-4 椿本ビル５階５０２号室 
TEL 06-6920-2911 e-mail info@kc-s.or.jp 
特定適格消費者団体 特定非営利活動法人 消費者支援機構関西 
担当 袋井
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消費者庁 消費者制度課
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（特定）適格消費
者団体の活動状況

•差止請求事案の詳細
•ニュースレター

消費者団体訴訟の
進捗

•被害回復裁判の情報

消費者団体訴訟制
度に関する情報を
一元化

•データベース機能

消費者と（特定）
適格消費者団体を
繋ぐ

COCoLiSとは

消費生活センターの相談員に活用してもら
うため、検索機能の活用例をご紹介します。

2
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赤い丸印のいずれかを押下すると検索オプション画面が表示される

3
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それぞれの検索画面

赤い丸印を押下すると、差止請求、被害回復裁判、
それぞれの検索オプション画面に遷移します。

差止請求 被害回復裁判

4
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差止請求の検索オプション画面 被害回復裁判の検索オプション画面

オプションの表示画面はいずれも同じですが、
「該当条項」で選択できる条項は異なります。

差止請求 被害回復裁判

5
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差止請求の検索オプション画面

選択できる「該当条項」

差止請求 被害回復裁判

選択できる「該当条項」

被害回復裁判の検索オプション画面

6
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２件の情報 ０件の情報

１．キーワードにファビウスと入力

２．検索ボタンを押す

１．キーワードにファビウスと入力

２．検索ボタンを押す

差止請求 被害回復裁判

１．事業者名で検索したい（オプション画面から）

当該事業者の被害
回復裁判はない

7
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１．キーワードにファビウスと入力

２．事業者名で検索したい（トップページから）

２．検索ボタンを押下

差止請求事案の画面
コピーが表示される

8
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１．キーワードに定期購入と入力

3．定期購入に関する事案を検索したい（トップページから）

２．検索ボタンを押下

件数に応じて表示
ただし、順不同

9
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２．事業分類から
『製造業・小売業』を選択

１．キーワードに定期購入と入力

２．検索ボタンを押す ３．検索ボタンを押す

４．定期購入に関する事案を検索したい（オプション画面から）

１４件の情報

１．キーワードに定期購入と入力

１０件の情報

絞り込みされる

10
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２．検索ボタンを押下

１．キーワードに定期購入と入力

被害回復裁判のオプション画面

５．定期購入に関する被害回復裁判を検索（オプション画面を利用）

０件の情報

商品の定期購入関連の
被害回復裁判は提起されていない

11
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１．キーワードに
『定期購入 健康食品』と入力

２．検索ボタンを押す

１．フリーキーワードに
『定期購入 化粧品』と入力

＆検索のため間に
空白スペースを入れる

＆検索のため間に
空白スペースを入れる

6．健康食品の定期購入、化粧品の定期購入をそれぞれ検索したい

差止請求のオプション画面で【健康食品】の定期購入を検索 差止請求のオプション画面で【化粧品】の定期購入を検索

２件の情報がヒット

２．検索ボタンを押す

１件の情報がヒット

検索時点で定期購入に係る被害回復裁判はない検索時点で定期購入に係る被害回復裁判はない

12
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１．キーワードは記入しない
１．キーワードに『敷金』と入力

２．事業分類に『不動産業』
（入力してもしなくてもOK）２．事業分類で『不動

産・物品賃貸借』を選択

３．検索ボタンを押下

７．不動産・賃貸借関連の差止請求事案を検索したい

差止請求のオプション画面

３４件の情報がヒット

物品賃貸借業が入るため件数が増加物品賃貸借業が入るため件数が増加

４件の情報がヒット

【敷金】をキーワードにして差止請求を検索

キーワード［敷金］で絞込みされているキーワード［敷金］で絞込みされている

13
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１．キーワードに
『賃貸 更新』と入力

＆検索のため間に
空白スペースを入れる

２．事業分類から『不動産・
物品賃貸借』を選択

２．検索ボタンを押下
１．キーワードに

『賃貸 更新』と入力

＆検索のため間に
空白スペースを入れる

8．不動産業 賃貸借契約の更新関連の差止請求を検索

２．検索ボタンを押下
差止請求のオプション画面

計１１件の情報がヒット

事業分類による
絞り込み

計１３件の情報がヒット

14
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差止請求のオプション画面

９．携帯電話会社、プロバイダ関連の差止請求を検索したい

１．事業分類から
『情報通信業』を選択

２．検索ボタンを押下

計１７件の情報がヒット

情報通信関連業者の被害回復裁判は提起され
ていないが、最高裁判決が出されている

最高裁判決を検索最高裁判決を検索

15

42



２．根拠条文で『不当景品類
及び不当表示防止法』を選択

１．キーワードに
『最高裁』と入力

１．キーワードに
『最高裁』と入力

２．検索ボタンを押下

３．検索ボタンを押下

１０．最高裁判所の差止請求・被害回復裁判の判例を検索

トップページの検索画面 被害回復裁判のオプション画面

係争中の事案を含め２件がヒット

場合、当該参照箇所を含めて検索結果に表示される。
ただし、判決や和解で過去の最高裁判例を参照する
場合、当該参照箇所を含めて検索結果に表示される。

第一審・原審の判決を含めて
計１９件の情報がヒット
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１．係争中と入力

２．検索ボタンを押す ２．検索ボタンを押す

１１．現在「係争中」の事案を検索したい

差止請求の検索画面（オプションを使用しない） 被害回復裁判の検索画面（オプションを使用しない）

１．係争中と入力

１．トップページの検索画面から、サイト内全体の検索ができる
２．差止請求、被害回復裁判を分けて検索する場合はそれぞれのページの検索ボタンを利用する
３．オプションを利用して、検索結果を絞り込みする
４．抽出された検索結果から、求める情報を選択して活用する

１．トップページの検索画面から、サイト内全体の検索ができる
２．差止請求、被害回復裁判を分けて検索する場合はそれぞれのページの検索ボタンを利用する
３．オプションを利用して、検索結果を絞り込みする
４．抽出された検索結果から、求める情報を選択して活用する
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改修内容の紹介①

タイトルロゴの変更

消費者庁マークからCOCoLiSマークに変更し、サイトの独自性を示している。消費者庁マークからCOCoLiSマークに変更し、サイトの独自性を示している。

18
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改修内容の紹介②

検索欄の位置の変更

ユーザーの利便性を考慮して、検索欄を上部に移動させた。ユーザーの利便性を考慮して、検索欄を上部に移動させた。

19
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改修内容の紹介③

検索リンクの変更

ページ上部にある検索欄からのリンク先が、各制度のTOPになっていたが、ユーザーが容易に検索を行え
るよう、各制度TOPの検索欄へのリンクに変更。
ページ上部にある検索欄からのリンク先が、各制度のTOPになっていたが、ユーザーが容易に検索を行え
るよう、各制度TOPの検索欄へのリンクに変更。

20

差止請求TOP 被害回復裁判TOP 差止請求TOP
検索欄

被害回復裁判TOP
検索欄
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改修内容の紹介④

団体一覧の変更

消費者に対して団体の連絡先等を分かり易くする観点から、順序を都道府県コード順とし、各団体の情報
受付ページやパンフレット等へのリンクを掲載することとした。
消費者に対して団体の連絡先等を分かり易くする観点から、順序を都道府県コード順とし、各団体の情報
受付ページやパンフレット等へのリンクを掲載することとした。
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改修内容の紹介⑤

検索オプションのUI変更

検索オプションのボタン配置を、利用者が直観的に操作しやすい配置に変更した。検索オプションのボタン配置を、利用者が直観的に操作しやすい配置に変更した。

22
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改修内容の紹介⑥

TOP画面への追加

23

消費者の関心が高いと思われる係争中の案件へのリンクを、 TOP画面に掲載するようにした。消費者の関心が高いと思われる係争中の案件へのリンクを、 TOP画面に掲載するようにした。
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改修内容の紹介⑦

団体からの情報提供の概要記載

24

各団体がHPに掲載しているニュースレター等へのリンクについて、内容の概要を記載するようにした。各団体がHPに掲載しているニュースレター等へのリンクについて、内容の概要を記載するようにした。
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付録

マスコットキャラクター

25

親しみやすいデザインとして、消費者への周知をはかっている。親しみやすいデザインとして、消費者への周知をはかっている。

消費者団体訴訟制度の
マスコットキャラクター

ここりす
消費者団体訴訟制度の
マスコットキャラクター

（2024ver.）
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